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研究成果の概要（和文）： 

 グローバルな規模の利益とローカルな地域競争力を重視する「グローカル化」の進展は，先

進諸国の地域経済政策に変革を迫っている。ＥＵでは，地域の格差是正と競争力強化という２

つの目的を掲げ，リージョンを単位とした地域政策が登場した。それを受けて，2000年代の英

国ではリージョナリズムが進行した。日本の道州制はリージョナリズムの一形態だが，行政の

視点が重視され，経済や住民自治の視点は不十分である。 

 

研究成果の概要（英文）： 

  Regional economic policy within the industrialized countries has been changing under 

the turbulent circumstances called 'glocalization', which refers the blended process of 

globalization and localization.  European Union has been leading the regional policy, 

which target not only to reduce disparities among regions but also to strengthen regional 

economic competitiveness.  This reflected penetration of regionalism in Britain during the 

2000s.  Regionalism has also accepted in Japan, however, it only emphasizes government 

administration, ignoring aspects of economy and autonomy. 
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係を有しながら同時進行するプロセス」と定

義するなら，現代の経済地理学にとって看過

できない主要な課題であるといえる。研究代

表者は，「グローカル化」に関心をもち，論

文として公表してきた。また日本の経済地理

学の研究成果を諸外国のそれと接合するこ

とに努力している。 

（２）1980 年代以降の欧州諸国では，国家権

力がＥＵなど国家を超えるグローバルな制

度に上昇すると同時に，国内の地方など国家

を下回るローカルな制度に下降するという，

国民国家・経済の「グローカル化」が進行し

た。その結果，欧州各国の地域経済政策は，

経済のグローバル化による規模の利益を求

めつつ，他方で規制緩和などによってローカ

ルな地域競争力の強化を重視する「グローカ

ル」戦略へと変化してきた。とりわけ英国で

は，1990 年代後半に労働党政権が実現してか

ら，スコットランドや北アイルランドをはじ

め各地で地方分権が進展し，それ以前の保守

党政権時代に軽視されたリージョナリズム

が復活している。労働党政権の基本理念は

「第三の道」と表現されるが，その特徴は開

発主義と民主主義を混成する点にあり，それ

を実現する空間として「リージョン」（英国

を 12 地区に区分した標準地域）が選ばれて

いる。こうした動向を経済地理的に見れば，

グローバルとローカルの両方のガバナンス

を混成する「グローカル」戦略の登場である

と言い換えることができる。こうした英国・

欧州における地域経済や地域政策に関して，

研究代表者は調査研究を開始している。 

（３）振り返って我が国では，2000 年代に入

り，道州制に関する議論が活発化している。

リージョナリズムを議論する際には，住民自

治の視点，行政の視点，経済の視点の３つが

必要であるが，これまでの議論の主たる舞台

は国の地方制度調査会であったことから，行

政の視点が前面に出ていた。また地方行政と

密接に関連する地方自治論の分野では住民

自治を重視する研究が増えつつある。しかし

ながら経済の視点からの研究については，財

政学分野の研究が若干あるものの，住民生活

の基盤をなす地域経済や地域経済政策に重

心を置いた研究はほとんどなされていない。 

 日本を８〜10 地区に区分する道州は英国に

おける「リージョン」に相当することから，

道州制はリージョナリズムの一形態といっ

てよい。また道州制の導入は，地方分権を進

めながらも，経済の地域的単位の拡大による

規模の経済を志向した「新自由主義」的性格

を内在する。すなわち日本においても，地域

経済政策の「グローカル化」が進みつつある。

しかしながら，経済地理学者による道州制の

研究はほとんど進展していない。 

 以上より，本研究では，欧州・英国のリー

ジョナリズムと日本の道州制を比較研究す

ることで地域経済政策の「グローカル化」を

解明することができると考えられる。 

 

２．研究の目的 

（１）本研究では，欧州・英国における地域

経済政策の実態，並びに日本における道州制

の可能性を，資料・文献調査，および現地聴

き取り調査によって明らかにする。こうした

研究は経済地理学分野では例が少なく，人文

地理学の成果の社会発信に役立つものと思

われる。 

（２）研究期間内にはまず欧州・英国におけ

る地方分権および地域経済政策の変化を現

地調査により明らかにする。英国のリージョ

ナリズムの進展は，構造基金の配分にからむ

ＥＵの地域政策と密接な関係を有するので，

この点を調査研究する。 

（３）日本の道州制については，まずもっと

も取り組みが進んでいるとされる北海道の
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状況を調査研究する。ついで道州制の導入が

比較的行いやすいとされる九州の状況を解

明する。九州府の設立にあたっては沖縄の扱

いが課題となっているため，現地調査で現状

を明らかにする。以上の実証研究結果をもと

に，日英欧の地域経済政策の変化を「グロー

カル化」の視点から統合することを最終目的

とする。 

 
３．研究の方法 

 本研究では，欧州および日本における訪問

調査によって現場の動向を解明する。まずＥ

Ｕの地域政策を解明するため，ベルギーにあ

るＥＵ本部を訪問し，インターネットでは入

手できない資料の収集ならびに聴き取り調

査を行う。英国のリージョナリズムはＥＵの

地域政策の影響を受けているため，英国でも，

可能な限り現地調査を行う。日本では，道州

制への取り組みが進む北海道と九州，沖縄を

訪問調査する。 

 他方，資料・統計・文献を幅広く収集する。

収集したものについては，一部をデータベー

ス化し，また地域経済統計の解析を行う。 

 

４．研究成果 

（１）本研究では，まずリージョナリズムと

は何かについて検討した。リージョナリズム

の語幹であるリージョンとは，日本語では

「地域」や「地方」と訳されるが，英語では

国と基礎自治体の間のサブ・ナショナルな区

域を意味する。本研究が対象とした英国では，

スコットランド，ウエールズ，北アイルラン

ドという自治行政区と，イングランドを９つ

に区分した行政区を指す。また英国以外のＥ

Ｕ加盟国においては，ＮＵＴＳ２と命名され

た統計区がリージョンと呼ばれる。ＮＵＴＳ

２は人口規模で 80〜300 万人（平均 180 万人）

の区域である。日本で想定されている道州は，

人口 1000 万人程度であるので，欧州に比べ

て大規模だといえる。 

 リージョナリズムをみると，大きく２つの

用法に分かれる。第１のそれは，地方独自の

文化や伝統を重視する考え方や運動を意味

するところから，「地域主義」と訳される。

第２の用法では，基礎自治体の区域を越える

新たな行政区域の創設，すなわち「広域制」

を意味する。新たな行政区域となったリージ

ョンには国の権限が委譲されることが多い

ので，「地方分権」を含意している。本研究

では，第２の用法に従って，リージョナリズ

ムを研究した。 

（２）欧州の中核をなすＥＵ（ヨーロッパ連

合）は，地域政策の分野で世界の最先端にあ

ることから，その形成過程と現状について究

明した。現行のＥＵ予算のうち，地域政策向

けは３分の１を占めており，ＥＵが地域政策

を非常に重視していることがわかる。ＥＵの

地域政策の目的は，加盟国間の地域格差の是

正によって，欧州単一市場の維持・拡大，さ

らにＥＵおよび各国・地域の競争力向上を実

現することである。従来の地域政策は，問題

地域の救済という社会政策的な目的をもつ

ことが多かったが，ＥＵではこれに加えて，

経済的競争力の向上という成長政策的な目

的を同時に達成しようとする点に特色と先

進性がある。 

 ＥＵの地域政策は，1960 年代に地域政策総

局が設置されたときに始まる。しかしながら，

当時の地域政策の主体は加盟各国にあり，Ｅ

Ｕの役割は小さかった。1980 年代後半，欧州

委員会の委員長であったドロールが地域政

策を改革した。具体的には，地域政策向けの

予算を構造基金として統合し，新規加盟した

後進国の支援，ならびに資金の効率的使用に

よる既加盟国への支給額の確保という２面

性を明確にした。さらに「共同体イニシャチ

ブ」という名前で欧州委員会が裁量する予算
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枠を確保したことで，地域政策の運用主体が

各国からＥＵに移行することになった。この

ドロール改革以降，５〜７年を期間として地

域政策が立案され，現在は第４期（2007〜13

年）を迎えている。 

 第４期の政策目的は，収斂（地域間格差の

是正），地域の競争力と雇用，国境をまたぐ

地域間協力の３つに分かれるが，予算の 85％

は収斂に配分されている。この期間には多数

の東欧諸国が加盟したため，それら国々の低

所得地域への財政支援に注力せざるを得な

いからである。地域政策の現在の実施主体は，

ＥＵ，加盟国，地域（自治体やＮＧＯなど）

の３層に分かれる。各国・地域は，ＥＵレベ

ルの政策に準拠した計画を作成し，地域政策

総局に提出する。第４期期間中には，ＥＵ全

体で 423 件の計画が選定された。ＥＵからの

財政支援額は計画ごとに異なるが，「追加性

の原則」により，必要額の 15〜50％は地元負

担金となる。 

（３）英国の地域政策は，研究期間中に大き

く変容した。1990 年代末〜2010 年までの労

働党政権期は，リージョナリズム全盛の時代

であり，リージョン統治のために３つの機関

が設置された。イングランドの各リージョン

には，政府の出先機関を集めた政府事務所

（ＧＯ），リージョンの経済振興・雇用開発

を推進する地域開発公社（ＲＤＡ），地域開

発公社を監視し，住民の意向を反映させる地

域議会（ＲＣ）の３つである。とくに RDA は，

リージョン単位で配分されるＥＵの構造基

金の受け手としての役割が与えられた。 

 研究の背景の（３）で述べたように，リー

ジョナリズムを議論する際には，行政，経済，

住民自治の３つの視点が必要であるが，上記

のＧＯ，ＲＤＡ，ＲＣはそれぞれに対応する。

ＧＯ，ＲＤＡに比べ，ＲＣはあまり機能しな

かったものの，３つの視点に対応した組織を

整備しようとした英国のリージョナリズム

には，総合性と先進性が認められる。 

 しかし，2010 年に保守・自民党連立政権が

誕生すると，状況は一変した。リージョン統

治のために３つの機関は全て廃止され，RDA

が担当していた経済振興機能だけが，地方産

業パートナーシップ（Local Enterprize 

Partnerships: LEP）に引き継がれた。しか

しながら，イングランドにあった９つのリー

ジョンごとではなく，基礎自治体が自らの意

向で連携した 37 のローカルな地方に単位地

域が移行した。保守・自民党連立政権は，リ

ージョンは経済地域としては実体にそぐわ

ないと考えたためである。新政府の地域政策

の動向については，今後の研究課題として残

った。 

（４）欧州や英国に比べ，日本のリージョナ

リズムは低調である。2010〜12 年の民主党政

権期には，「地域主権改革が政策の一丁目一

番地である」と宣言されたことから，地方へ

の権限委譲という意味でリージョナリズム

が進展するものと予想されたが，現実の歩み

は牛歩状態であったといってよい。北海道は，

2006 年の道州制特区推進法で指定され，道州

制の先行例になると期待されたが，現地聴き

取り調査によれば，国と北海道の間で個別事

業の権限・財源移譲について，数年間にわた

って協議を繰り返したが，合意にいたった例

は少なく，また権限が委譲されても，財源が

移譲されることはほとんどなかった。すなわ

ち，リージョナリズムは理念として語られる

ことはあっても，現実にはほとんど進まなか

った。沖縄県の道州制移行についても調査し

たが，民間主導の道州制懇話会が「沖縄単独

州」を目指す提言をすでに公表しており，九

州の一部としての道州制移行に賛同するも

のは極めて少ないという。沖縄県は現在でも

特別措置法によって，他の都府県とは全く異
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なる位置づけを与えられていることから，リ

ージョナリズムについても別扱いで考察対

象とすべきことが確認できた。 

 九州地区は，関西地区とならび，道州制を

含むリージョナリズムに熱心である。大分県

および鹿児島県での現地調査によれば，九州

地方知事会は，九州広域行政機構を設立し，

国の出先機関の「丸ごと受け入れ」を決議し，

当時の民主党政権と交渉を重ね，大筋で合意

に達していた。個別折衝では対費用効果が小

さい北海道の反省をいかした方策であった

が，民主党政権内での足並みの乱れから，国

会への法案提出にもいたらなかった。 

 リージョナリズムの３つの視点に立ち返

ると，九州広域行政機構はその名の通り行政

の視点に対応する組織であり，九州経済連合

会との連携によって経済の視点を一部有す

るものの，住民自治の視点は弱い。リージョ

ナリズムの先進国である英国でもリージョ

ンレベルの住民自治が機能しなかったこと

を踏まえると，行政及び経済に関してはリー

ジョナリズムが成立しやすいが，住民自治に

ついては，基礎自治体など別の空間的領域を

想定する方が現実に適合していると考えら

れる。 

 さて 2012 年末の政権交代によって，国の

出先機関の地方委譲は振り出しに戻ったよ

うである。自民党政権は，道州制への移行を

公約に掲げているが，現実に動き出すかは不

透明である。この点は今後の研究課題とした

い。 

（５）以上のように，欧州と日本は，地域政

策とリージョナリズムをめぐって，変動の時

代を経験している。したがって，両者の動向

を比較研究する意義はさらに高まっている。

研究代表者は，ベルギーのブリュッセルはじ

め海外で開催された研究集会や学会におい

て，欧州と日本の地域経済や地域政策を比較

考察する研究を，年１回のペースで発表した。

その際，ＥＵの政策担当者や英国の地域政策

研究者に研究のレビューを依頼し，対面での

意見交換を実施することで，研究成果のブラ

ッシュアップを行ったことも成果である。 
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